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大飯原発基準地震動の見直しの必要性について 

原告団長 竹本修三（京大名誉教授） 
１．はじめに 
関電は、2014 年5 月16 日の新規制基準適合性に係る審査会合で高浜原発の基準地震動

が 700 ガル、また、同年 10 月 29 日の審査会合で大飯原発の基準地震動が 856 ガルにな

ることを計算結果に基づいて示し、それらが原子力規制委員会で了承された。その後、東

電は、柏崎刈羽原発の基準地震動で 2300 ガルという国内の原発で最大の値を原子力規制

委員会に示し、2016 年1月29 日の審査会合でこれが了承された。 
このような流れのなかで、われわれは京都地裁・大飯原発差止訴訟の口頭弁論において、

関電がFO－B～FO－A～熊川断層を含む長さ63.4 kmのM7.8に相当する想定地震を

考え、これによる基準地震動（最大加速度）を 856 ガルと策定した過程の矛盾点を追及

してきた（竹本，2016１））。その主張のなかには、（1）「既往最大」の地震加速度の観測値

は、2008 年 6 月 14 日の岩手・宮城内陸地震（M7.2）の際に防災科技研の岩手県一関市

厳美町の「一関･西」観測点の強震計で観測された4022 ガルである。（2）1984 年9月14
日の長野県西部地震（M6.8）の震源近くで埋まった石が飛び出す現象が見つかったが、こ

のような飛び石現象が起きるには地球の重力加速度（980 ガル）の 15 倍程度の地震加速

度（約15000 ガル）が働かなければならない。（3）任意性を有する様々な震源パラメータ

を組み合わせて求めた想定地震の基準地震動を3桁の有効数字で提示するのは欺瞞である、

などが含まれていた。M7.2 やM6.8 の地震の震源近傍で、地球の重力加速度（980 ガル）

をはるかに超える地震加速度が観測されているのに、大飯原発から至近距離が 3km のと

ころを通るM7.8 の想定地震による最大加速度（基準地震動）が856ガルと設定されてい

るのは、1995 年の兵庫県南部地震（M7.3）の際に地震断層とはやや離れた地帯に震度 7
の被害が集中する震災の帯が走ったことから考えても納得できない。 
最近、大阪地裁の「大飯原発 3・4 号運転停止行政訴訟」や福井地裁で原告側が勝利し

て現在は名古屋高裁金沢支部で争われている「大飯原発 3・4 号機差し止め請求裁判」な

どで、基準地震動を評価するのに使われる地震規模 (地震モーメント) と断層面積・断層

長・すべり量の関係を表すスケーリング則として、入倉－三宅の式（入倉・三宅、2001２）、

入倉、2004３））を使うと基準地震動が過小評価されることが指摘された。入倉－三宅の式

のかわりに、基準津波の評価で用いられている武村の式（武村、1998４））を使うと、地震

モーメントが4.7倍にもなるという主張である。 
 前原子力規制委員会委員長代理の島崎邦彦東大名誉教授は、東大地震研究所を定年退職

後も活発な学会活動を続けてきたが、2014 年9月18 日に規制委員会の委員長代理を任期

満了で退任した後の学会発表や記者会見では、西日本の原発の基準地震動が過小評価され

ているほか、この地域の津波予測も小さすぎると述べている。その原因は震源の大きさを

推定するスケーリング則に入倉－三宅の式を用いていることにあるとしている。そして、

岩波科学の2016 年7 月号に「最大クラスではない日本海 『最大クラス』の津波 ― 過ち

を糺さないままでは『想定外』の災害が再生産される」が掲載された（島崎(2016)５））。

次章では、島崎のこれらの主張を追いながら、わが国の原発の基準地震動の見直しの必要

性について述べる。 
 

２．基準地震動の算定に用いられているスケーリング則  
大飯原発、高浜原発などの基準地震動の算定に用いられている経験的スケーリング則は、
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入倉－三宅の式である。この式は、Well and Coppersmith (1994) や Somerville et al. 
(1999) がまとめた米国を中心とする世界各地の断層パラメータのデータから地震規模 

（地震モーメント：Mo）と断層面積（S）・断層長（L）・断層幅（W）・すべり量（D）と

の関係を表すスケーリング則の検討結果から得られた。 
地震調査推進本部・地震調査委員会が2009 年12月21 日に発表した震源断層を特定し

た地震の強震動予測手法「レシピ」（改訂版）には、Mo≧7.5×10１８ (N･m) の地震（モー

メントマグニチュード（Mw）が 6.5 以上の地震）については、入倉・三宅 (2001) ２）が

提案したWell and Coppersmith (1994) などのデータを用いた次の（１）式を用いるよう

にと書かれている。   
Mo＝（S/4.24 ×10１１）２ × 10－７(N･m) ＝5.562 × 10１３× S ２(N･m)    （１） 

これに対して、武村 (1998)４）は、日本列島周辺の地殻内地震の Mo と L の関係につい

て、Mo≧7.5×10１８(N･m) の地震についてはMo ∝ L２のスケーリング則が成り立つとい

う島崎の論文（Shimazaki (1986)６））に準拠して、MoとLの関係を求めている。これを

上式と同様な形で表現すると下記のようになる。 
Mo＝4.365 ×10１６× L２(N･m)                      （２） 

島崎 (2016)６）は、（１）と（２）式の違いに着目し、（１）式を用いた日本海津波の報告書７）

は、能登半島以西の日本海西部の最大クラスの津波が過小評価されていると述べている。

地震モーメント（Mo）は、剛性率（μ）、ずれの量（D）と断層面積 (S＝L × W) の積で

あり、Mo＝μ × D × Sで表される。（１）式はS とMo を結びつけた式であり、（２）式は

LとMo を結びつけた式であるから、一見Dimensionが合わないように思われる。 
しかし、S＝L × Wであり、断層幅（W）は、Mo≧7.5×1018 (N･m) では頭打ちがあり、

ほぼコンスタントと見做してもよい。そこで、この範囲ではMo ∝L２というスケーリング

則が成り立ち、（１）式と（２）式は矛盾しない。また、西日本の地殻内地震は、東西主

圧力のもとで、断層傾斜角が垂直に近い水平横ずれ断層が多い。このような高角断層の

Mo を求める場合には、断層傾斜角の影響が少ない（２）式を用いた方がよいという結論

になる。長さが同じ断層で比べると、低角の断層に比べて高角の断層では、断層面積が小

さく、地震モーメントや、ずれの量の平均値が小さくなる。島崎 (2016)５）の見解は、原

発からの脱却をめざす各地の運動に支持されている（例えば、美浜の会：小山 (2016)７））。 
ところで、武村 (1998)４）は、MoとS の経験的スケーリング則も求めているが、それは

下記のような形で表現される。 
   Mo＝2.630 × 10１４ × S２(N･m)                    （３） 

Mo ∝ S２という同じスケーリング則に基づく（１）と（３）式を比較して、同じS から

Mo を求めてみると、その比は、5.562 / 26.30= 1 / 4.73となり、入倉－三宅の式を用いた

場合より、武村の式を用いたほうが、4.7 倍も大きくなる。この差は、主として入倉・三

宅の式が米国を中心とする世界各地の断層パラメータのデータから求めた平均値である

のに対して、武村の式は日本のMo ≧ 7.5 × 10１８(N･m) の地殻内地震の10個のデータか

ら求めたものであることに由来すると考えられる。バラツキの幅は、入倉－三宅の式に比

べて,武村の式の方が、当然小さくなるが、日本の原発近傍の活断層と関連する基準地震動

を算定するには、日本の地殻内地震の 10 個のデータを用いた武村の式を採用した方がよ

いと考えるのが reasonable である。 
2016 年6 月10日に推本・地震調査委員会が新「レシピ」８）を発表した。この新「レシ

ピ」の 4 ページの地震規模（地震モーメント Mo）の算出方法が書かれている。それによ

ると、「Mo が 7.5×1018  (N･m) （モーメントマグニチュード Mw6.5 相当）以上で、

Mo=1.8×1020  (N･m)（Mw7.4 相当）以下の地震については、従来通り入倉・三宅の式を
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採用するが、Mo=1.8×1020  (N･m)を上回る地震については、Murotani et al. (2015) ９）の

提案による次式を用いる」となっている。 
Murotani 等の式 Mo= S ×1017                     （４） 

そこで、次章で関電が大飯原発の基準地震動を 856 ガルと定めた想定地震（M7.8）の

震源パラメータを用いて、入倉・三宅の式、武村の式およびMurotani 等の式を比較した。 
 
３．大飯原発の基準地震動について 
関電は、最近までFO－B～FO－A断層と熊川断層は約15 kmの離隔を有しており、

これらの断層が連動していることを示す地質構造も認められなかったことから、これ

らの断層は連動しないと考えていた。しかし、規制委員会の議論も踏まえて、関電側

はより安全側に考えることにして、この 3 本の断層が連動して動くことを想定した。

そしてFO－B～FO－A～熊川断層を含む断層の長さ63.4 km で、マグニチュード7.8
に相当する地震を「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の最も深刻な「基本

ケース」と考え、基準地震動（最大加速度）Ss を求めた結果、856 ガルが得られたとい

う。この想定地震について、関西電力株式会社 (2015)10）が示した震源パラメータは以下

のとおりである。 
断層長：L=63.4km, L２＝4019.56km２ 
断層幅：W=15km  
断層面積：S=951 km２、S２＝904401 km４ 

断層傾斜角：δ＝90° 
これらの値を用いて、入倉・三宅の式、武村の式およびMurotani 等の式から地震モー

メントを求めた結果が以下の表１に示されている。 

表１ 大飯原発の想定地震の地震モーメント（Mo） 

使用した式 Mo (N･m) Mo の比 

入倉－三宅式(S２とMo)（１式） 5.030×10１９  1 

武村式 (L２とMo) （２式） 1.755×10２０ 3.5  

武村式 (S２とMo) （３式） 2.379×10２０ 4.7 

Murotani 等の式(S とMo) （４式） 9. 510×10１９ 1.89 
 

つまり、同じ震源パラメータを用いて経験的スケーリング則が異なる4つの方法で地震

モーメントを比較してみると、入倉－三宅の式のS２を使って求めたMo を1としたとき、

武村式のL２を使って求めたMo が3.5 倍、武村式のS２を使って求めたMo が 4.7 倍にな

る。また、新「レシピ」８）のMurotani 等の式を使った場合でも1.89倍になる。 
新「レシピ」８）では、Mo=1.8 × 1020を上回る地震については、Murotani et al. (2015) ９）

の提案式を使えとなっているが、FO－B～FO－A 断層と熊川断層が同時に動いた想定

地震で、入倉－三宅の式を使うと、表１に示したように Mo ＝5.030×10１９となり、Mo
が 1.8×1020  以下であるから、原子力規制委員会がいま採用している基準で入倉－三宅の

式を使って何ら問題ないということになる。仮に Murotani 等の式を使ったとしても Mo 
＝9. 510 ×10１９ にしかならない。ところが、武村式の S２を使った場合には、Mo ＝
2.379×1020となり、入倉－三宅の式は使えないことになる。 
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４．まとめ 
最近各地の裁判所で行われている原発差止裁判で、司法判断が分かれている。一方では、

従来の枠組みの範疇に留まり、自らの人格権を賭してこの問題に立ち向かうという姿勢を

放棄して、専門的知識を有する原子力規制委員会によって策定された新規制基準は、その

策定に至るまでの調査審議や判断過程に看過し難い過誤や欠落はないし、その内容に不合

理な点は認められないとして、原発差止の原告側要求を否定している。他方では、裁判官

自身が一歩踏み込んで、原子力規制委員会の新規制基準が真に原発の安全性を確保するも

のかどうかを自分の頭で考え、原告側要求を承認する判決が増えてきている。 
この小論では、主に地震モーメント（Mo）の求め方について述べたものであるが、地

球科学における関係式の導入には、一つの簡単な数式があって、それに当てはめれば、す

べてが解決するという単純なものではない。断層パラメータから地震モーメント（Mo）
を求める経験的スケーリング則は、国内外の研究者がそれぞれ独自に探しだした断層パラ

メータのデータに基づき、独自のスケーリング則を数多く提唱している。今後、大地震の

観測データが増えれば、さらに新たなスケーリング則が提唱されることも考えられる。 
 現状で、地震調査推進本部・地震調査委員会の「レシピ」や原子力規制委員会の設置基

準の強震動予測には、入倉－三宅の式が採用されている。それは、専門家を含む多数の識

者の意見を聞いたうえで、実績があり、多くの国内外の研究者から支持されているこの式

を使ってきたと考えられる。数ある地震規模（地震モーメント）と断層パラメータの経験

的スケーリング則のなかから、原子力規制委員会が入倉－三宅の式に固執してきたのは、

もはや、学問的な議論の枠組みをはみ出しており、エネルギー政策全般を見渡した行政的

判断に従ったものであろう。そこには、逼迫した電力需要を賄うためには、安全性を犠牲

にしても原発稼働に頼らざるをえないという、原子力規制委員会の強固な意志が感じられ

る。安全性を重視して、入倉－三宅の式の代わりに武村式を採用すると、わが国の原発稼

働が難しくなるからである。 
表１から明らかなように、入倉・三宅の式の代わりに武村の式を採用したとすると、地

震モーメント（Mo）の値は 3.4～4.7 倍にもなる。これに耐えうるように原発施設を整備

することは、極めて困難であろう。大飯原発の安全性の確保には最大限の努力をしている

と主張する関電がこの問題にどのような対応をするかについて、今後も注意深く見守って

いきたい。 
ところで、20 年以上前の 1995 年兵庫県南部地震（M7.3：阪神・淡路大震災）のとき

に、神戸市及びその周辺地域で、気象庁震度階級に震度7が導入されて以来、初めて震度

7 が記録された。このときの被害の集中地域、いわゆる「震災の帯」は、地震断層の真上

でなく、それよりやや海寄りや東寄りに、東西長さ約 20～40km、幅約 1km にわたって

帯状に連なって現れたことに注目したい。大飯原発の近くで FO－B～FO－A～熊川断層

が連動して動いた場合の想定地震はM7.8であり、至近距離は発電所の敷地から3km であ

る。このような M7.8 の想定地震が現実に起こった場合には、M7.3 の兵庫県南部地震の

際の「震災の帯」のような現象も大飯発電所として当然考えておかなければならない。そ

うすれば、大飯原発の基準地震動が856ガルでは到底済まないことになるであろう。 
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西日本の日本海沿岸部の地震に伴う津波について 

原告団長 竹本修三（京大名誉教授） 
１．はじめに 

2014 年9 月に「日本海における大規模地震に関する調査検討会」（国土交通省・内閣府・

文部科学省）の報告書１）が公表された。この「報告書」によれば、「日本海側で発生する

地震は、太平洋側で発生する海溝型地震のように、同一場所で繰り返し発生が確認される

ような地震ではないことから、発生メカニズムのモデル化が極めて難しく、また発生する

地震の規模も太平洋側に比べると小さいことから、過去の地震に関する資料及び地震の発

生メカニズム等に関する科学的知見等の蓄積は、太平洋側で発生する海溝型地震に比べ十

分ではない」と書かれている。さらに「日本海東縁部では逆断層タイプの地震が発生し、

南縁部では横ずれタイプの地震が発生している」との指摘もある。 
そして、報告書では日本海側16 府県の最大津波高の想定として、北海道では最大23.4m

もの津波高が想定されているのに対して、西日本では福井県7.7m、京都府7.2m、兵庫県

5.4m などであり、若狭湾の原発立地点では、高浜原発 3.3m、大飯原発 2.8m、美浜原発

1.4m と求められている。筆者（竹本(2016)２））は、この見積もりが小さすぎるのではない

かという印象を述べた。 
 その後、岩波科学 2016 年 7 月号に、前原子力規制委員会委員長代理の島崎邦彦東大名

誉教授の「最大クラスではない日本海 『最大クラス』の津波」という警告が掲載された

（島崎（2016）３））。ここでは、「日本海における大規模地震に関する調査検討会」の報告

書１）で能登半島以西の日本海西部における津波予測が過小評価されており、その原因が震

源の大きさを推定するのに入倉－三宅の式（入倉・三宅（2001）４））を用いていることに

あると述べられている。 
 小論では、「日本海における大規模地震に関する調査検討会」が、日本海西部の津波予測

を出した手順を簡単に追った後、島崎邦彦東大名誉教授の指摘に基づいて、この報告書１）

の問題点に言及した。そして、日本海西部、とくに、若狭湾の大飯原発周辺の想定地震が

動いたときの津波高の見積もりについて改めて検討した。 
 

２．検討会「報告書」による西日本の津波高を求める手順  
断層パラメータのうち、津波への影響の大きいすべり量の設定のためには、地震規模と

断層面積・断層長・すべり量の関係（スケーリング則）が必要となるが、この分野で国内

外の研究者による多くの研究成果がある。報告書１）では、そのなかから、断層面積と地震

規模（地震モーメント）との経験的関係式を求めた入倉・三宅（2001）４）の論文を基本と

して、日本海 「最大クラス」の津波予測を行っている。 
入倉－三宅の式においては、活断層などの内陸地震の断層面積：S (km２)とMo (N･m)と

の関係が次のように表される（ Mw はモーメントマグニチュード ）。 
Mo=（S / 2.23 ×10９)３／２×10－７（Mw<6.5）               (1-1 )  
Mo=（S / 4.24×10５)２×10－７    （Mw≧6.5）              (1-2) 

このほか、報告書１）では、地震規模の大きい内陸長大断層にも対応する経験的関係式と

して、Murotani et al. (2010)や田島・他 (2013)の関係式も挙げられているが、現状ではと

くに問題としなくてもよさそうである。なお、入倉－三宅の式の提唱者である入倉孝次郎

京大名誉教授は、これらの2つの論文の共著者としても名を連ねている。 
 原発の基準津波の審査では、武村の式（武村(1998)５））を用いて‘震源の大きさ’を推
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定するのが普通であるが、報告書１）では武村の式は無視されている。島崎（2016）３）の論

文ではこのことも問題視されているが、それについては次章で述べる。 

報告書１）に戻り、断層の平均すべり量：D（m）と地震モーメント：Mo (N･m) との関

係は、断層面積：S (km２) と剛性率：μ (N/ m２) （ここではμ=3.44×1010とする）を用い

て、Mo = μ × D × Sで表される。つまり、Mo とS が決まれば、Dは上式から決まるが、

Mw＝7.4 程度以上の地震では、平均すべり量が 3m 程度で飽和すると述べられている。

しかし、既往研究による過去の地震の平均すべり量にはバラツキがみられる。そこで、防

災上の観点からは、バラツキの標準偏差（σ＝1.5m）を加えたものを日本海における「最

大クラス」の津波としている。 
すべり角の設定については、各断層面上の最大せん断応力方向から求めるとするが、計

算の結果、西日本の横ずれとされる断層のすべり角は、5°～30°で、10°以下のものが多い。

津波への影響の観点から見ると、横ずれ断層については、津波を起こしにくい低角なもの

が多いことから、今回の検討では、横ずれ断層に対して上下方向の断層変位を与える方法

について検討した。このための参考となるデータはほとんどなく、今回の検討では、西日

本の日本海側の横ずれ断層の地震である 1943 年鳥取地震での地表地震断層の露頭におけ

る垂直・水平変位量から求めたすべり角を参考にして、横ずれ断層において上下方向の変

位を考慮する場合には、すべり角の値を35°に設定することとした。 
 つまり、報告書１）で西日本に多い水平横ずれ断層による津波高を見積もるのに用いられ

た手順は、下記のようなものである。 
(1) 断層パラメータから、地震モーメントを見積もる経験的関係式には入倉－三宅の 

式(2001)４）を採用した。 
(2) 防災上の観点から、各地で見積もられる津波高に 1.5m を加えたものを「最大ク

ラス」の津波とした。 
(3) 西日本の高角横ずれ断層のすべり角を35°に設定した。 

 
３．「報告書」への疑問 

2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震（Mw=9.0）に伴い、東電の福島第一原発は

壊滅的な被害を被った。それにより発生した原発の放射能漏れは、広範囲の住民の生活を

脅かし、事故後5年を経過した今でも事態はまだ収束していない。福島第一原発の事故を

大きくしたのには様々な要因があるが、なかでも福島第一原発の津波影響について、事故

前に東電が想定した津波高は6.1m であったのに対して、実際には15.5m の津波が福島第

一原発を襲った。これを東電は「想定外」として、予測を超えた自然災害による事故であ

ったから、東電の責任はないと主張している。これについては、その後各方面からの検証

で疑問視されているが、それについて、ここでは議論しない。 
島崎 (2016)３）は、このような「想定外」を繰り返さないために、前章で述べたような

手順で求められた日本海西部（能登半島以西）の「最大クラス」津波は、過小評価であり

再検討が必要であると述べており、過小評価の原因は、入倉－三宅の式 (2001)４）を採用

していることにあるとしている。この式は、断層面積から地震モーメントを推定する際に

用いられるが、西日本に多く分布する高角の断層では、地震モーメントが過小評価となる。

長さが同じ断層で比べると、低角の断層に比べて高角の断層では断層面積が小さいから、

地震モーメントやずれの量の平均値が小さく見積もられるからであるというのが、島崎 
(2016)３）の意見である。 
前節の(1-2)式を書き直すと、入倉－三宅の式は、断層面積（S）から震源の大きさ（地

震モーメント（Mo））を求める式として次のように書ける。 
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Mo=5.562 ×1013 × S2                   (2) 
これに対して、原発の基準津波の審査に一般に用いられている武村の式 (1998)５）は、

断層長（L）から地震モーメント（Mo）求める式で、次のようになる。 
Mo=4.365 ×1016 × L2                   (3)  

 これより先に、Yamanaka・Shimazaki (1990)６）は断層長（L）から地震モーメント（Mo）
求めるスケーリング則の経験的関係式として、次のようなものを提案しているが、これを

山中－島崎の式と呼ぶことにする。 
Mo=3.802 ×1016 × L2                   (4)  

つまり (2) 式は 断層面積 (S)、(3､4) 式は 断層長（L）と地震モーメント（Mo）を結

びつけた経験的関係式である。S＝L × Wであり、(2) 式と(3､4) 式は Dimensionが合わ

ないように思われる。しかし、地殻内地震は、地震発生層と呼ばれる厚さ15km の範囲内

で起こっており、断層幅 (W) は、Mo≧7.5 × 1018 (N･m) では頭打ちになるので、ほぼコ

ンスタントと見做してもよい。そこで、Mo ∝ L2 というスケーリング則が成り立ち、（2）
式と（3､4）式は矛盾しない。 
島崎 (2016)３）は、報告書１）に F54 と書かれている丹後半島沖の郷村断層を海域に延長

した垂直断層を例として、（2）～（4）式の比較を行っている。この断層はL＝58km、W
＝14km、S＝799km２と報告書１）には記載されているが、これから求めた Mo (N･m) の
値は、次のようになる。 
（2）式 Mo＝ 3.55 ×1018 
（3）式  Mo＝14.08 ×1018 
（4）式  Mo＝13.00 ×1018 

これから、西日本の断層面が垂直に近い高角の断層の地震規模（地震モーメント：Mo）
を推定するのに、断層面積（S）からMo を求める入倉－三宅の式を使った場合に比べて、

断層長（L）から Mo を求める武村の式か山中－島崎の式を用いた場合に、地震規模が 4
倍近くなることがわかる。入倉－三宅の式では世界の地震データが用いられており、武村

の式や山中－島崎の式では、日本のデータのみが扱われている。この例から考えてみても、

日本の原発への津波影響を見積もる際には、日本の地震データに準拠したスケーリング則

の経験的関係式を採用した方がよいという島崎 (2016)３）の主張には説得力がある。 
  
４．大飯原発周辺の想定地震による津波高について 
関電は、大飯原発周辺でFO－B～FO－A～熊川断層を含む断層の長さ63.4 kmで、

マグニチュード 7.8 に相当する地震を「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」

の最も深刻な「基本ケース」と考えて、856 ガルの基準地震動（最大加速度）を決めて

いる。この想定地震の断層モデルは、陸域の熊川断層まで含んでいるが、とりあえず、

陸域まで含めた全体の断層パラメータ用いて、断層の平均すべり量を考えることにする。 
関西電力株式会社 (2015)８）の「大飯発電所の基準地震動について」に示されているこ

の想定地震の震源パラメータは、以下のとおりである。 
断層長：L=63.4km, L２＝4019.56km２ 
断層幅：W=15km  
断層面積：S=951 km２、S２＝904401 km４ 

地震モーメント：Mo＝5.03 ×10１９ N･m 
断層傾斜角：δ＝90° 

    平均すべり量：D=1.51m 
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   すべり角：λ=0° 
      剛性率：μ＝3.5 ×10１０ N/ m２ 

平均すべり量（D）は、D = Mo / (μ × S) の関係からから求めことができるが、上記の

D=1.51m という値は、（2）式の入倉－三宅の式から求められた Mo＝5.03 ×10１９(N･m)
を使って決められる。ただし、ここでは剛性率（μ）を3.5 ×10１０ N/ m２として計算して

いるが、これはもっと小さい可能性がある。μを3.0 ×10１０ N/ m２とすれば、D は7/6だ

け増えることになり、D=1.76m となるが、いまは、μ＝3.5 ×10１０ N/ m２として以下の議

論をすすめることにする。 
ここで、（3）式に示されている武村(1998)５）の断層長（L）から地震モーメント（Mo）

求める式を用いるとD=5.28m となる。さらに、武村(1998)７）に示される断層面積（S）か

ら地震モーメント（Mo）求める式を用いるとD=7.15m になる。つまり、入倉－三宅の式

に準拠して決められている現在の平均すべり量は、あまりに小さすぎると言える。 
これまで述べた想定地震の断層モデルは、陸域の熊川断層まで含んだFO－B～FO－

A～熊川断層のものであった。想定地震の大飯原発への津波影響を考えるには、全てが

海域にあるFO－B～FO－A 断層だけの断層パラメータ用いて、平均すべり量を求めた

方がよいという考えも成り立つ。しかし、関電(2015)８）に示されている平均すべり量は、

FO－B～FO－A～熊川断層が連動して動いた場合が D=1.512m、FO－B～FO－A 断

層だけが動いた場合が D=1.603m であり、その差は僅かなので、以下の大飯原発の津波

影響の議論は、FO－B～FO－A～熊川断層の全体が動いた場合を想定して行う。 
入倉－三宅の式でなく、武村の式を用いて得られたMo から求めた想定地震の水平変位

は5.28～7.15mとなる。関電 (2015)８）は、想定地震の断層傾斜角が90°、D のすべり角

が 0°と純粋な水平横ずれ断層を仮定していて、断層面上のすべり量には津波を引き起こ

すような上下成分は基本的に含まれていない。すべり角が 0°の水平横ずれ断層でも断層

終端部では、上下方向の変位を伴うが、その量は水平変位の高々1 割程度なので、あまり

影響はない。 
しかし、「日本海における大規模地震に関する調査検討会」の報告書１）によれば、西日

本の高角横ずれ断層のすべり角を 35°に設定して津波高の計算をすることになっている。

これに従えば、水平変位に sin35° (=0.5736) を乗じたものを断層面の平均的な上下変位と

して考えなければならず、想定地震の上下変位は3.0～4.1m となる。この地盤の上下変位

は直接、震源域の津波高となるが、報告書１）には、「防災上の観点から、各地で見積もら

れる津波高に 1.5m を加えたものを『最大クラス』の津波とする」と書かれている。そこ

で、FO－B～FO－A～熊川断層が連動して動いた場合の想定地震の「最大クラス」津

波高は4.5～5.6m としなければならない。 
 
５．まとめ 
大飯原発の敷地から最短距離で3kmの想定地震の震源域で4.5～5.6mの津波を想定し

なければならないとすると、少なくとも大飯原発の取水路奥まで津波が到達すること

は間違いない。主要な建屋の敷地高さは、東京湾平均海面（T.P）より 9.3m 以上にあ

るというが、それでも安全とは言えない。2011 年東北地方太平洋沖地震の際に、震源

域では最大 5.5m 強の海底隆起があったものが、福島第一原発から 1.5km 離れた沖合

の波高計で観測された津波第2 波が7m 強であり、福島第一原発の敷地を襲った津波が

15.5m であったからである（竹本、2016２））。大飯原発の至近距離の広範な海域で 4.5～
5.6m の津波が発生したとき、発電所の湾内ではどのくらいの遡上高になるか予測もつ

かないが、恐ろしい話である。 
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関電 (2015)８）は、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の最も深刻なケース

としてFO－B～FO－A～熊川断層が連動して動く想定地震を考えているが、最近まで

FO－B～FO－A 断層と熊川断層が連動して動くとは認めていなかった。その理由は、

FO－A 断層と熊川断層の間には約15km の隔離があり、その間に後期更新世以降の活

動による地質構造は認められなかったことや、海上音波探査、柱状採泥、海上ボーリ

ング等の詳細な調査の結果で断層運動を示唆する構造が認められなかったからである。

しかし、原子力規制委員会の議論も踏まえて、この 3 つの断層が連動して動くと考え

た長さ 63.4 km で、マグニチュード 7.8 に相当する想定地震をモデル化した。そのモ

デルでは、約 15km の空白域を含む１本の連続した断層線を考えている。既存の活断

層をはみだして、空白域にも地震が延びていることは、最近の熊本地震でも立証され

ているので、この措置は納得できる。 
そうすると新たな疑問が湧く。FO－B～FO－A～熊川断層は、この地域のほぼ東西方向

を向いた主圧力に支配されていると考えることができる。そのような応力場を考え、付近

の活断層図を見ると、FO－B～FO－A～熊川断層の西南に位置する上林川断層は、FO－

B～FO－A～熊川断層とほぼ90°ずれた、共役関係にある断層とみることができる。そう

なると、現世の応力分布から考えて、上林川断層の東北延長上の空白域で、2005 年 3 月

20 日の福岡県西方沖地震（M7.0）のような M7 クラスの地震が起こることも当然考えな

ければならないのではないか。既存の活断層は、将来動く可能性を考えなければならない

が、その延長上の空白域は考慮に値しないという議論は通用しない。先に述べたように、

関電 (2015)８）は、FO－A 断層と熊川断層の間の空白域も想定地震の断層モデルに取

り込んでいるからである。こうなると、上林川断層の東北延長上の空白域で M7 クラス

の地殻内地震が起こることを想定した大飯原発への地震・津波影響も見積もっておくこと

が必要である。 
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2016 年熊本地震の教訓 

原告団長 竹本修三（京大名誉教授） 
１．はじめに 

2016 年4 月14日21：26に熊本県熊本地方でM6.5 の地震が発生した。そして、同地

方では、15日00：03 にはM6.4、16日01：25分にはM7.3の大地震が相次いで起った。

なお、ここで使うM は、気象庁マグニチュードを表している。 
海・陸のプレート境界で発生する海溝型の大地震・巨大地震を除き、わが国で起こった

内陸部の地殻内断層地震の気象庁マグニチュード（M）が 7 を超える地震は、1995 年兵

庫県南部地震（M7.3）のあと、2016 年熊本地震（M7.3）の直前までの約20年間に、2000
年鳥取県西部地震（M 7.3）、2005 年福岡県西方沖地震（M 7.0）、2008年岩手・宮城内陸

地震（M7.2）、2011 年福島県浜通り地震（M 7.0）と、5～3年間隔で広範囲な地域でばら

ばらに起こっている。なお、このなかで 2000 年鳥取県西部地震と 2005 年福岡県西方沖

地震は、事前に活断層が知られていなかったところで起ったことが注目される。このよう

な地震予知研究の現状を考えると、次に M7 を超える地震がわが国のどこで起きるかは、

全く予想がつかない。 
関電は、大飯原発の近くでM7.8 の想定地震をモデル化して、この想定地震による大飯

原発の基準地震動を856ガルと設定している。この基準地震動の決め方については、別の

ところで疑問を呈したが、さらに想定地震による大飯原発の地震被害を考える際に、最近

起こったM7.3の熊本地震から学ぶことが多い。そこで、差し当たり、2016 年熊本地震の

教訓を以下のようにまとめてみた。 
（１） 熊本地震は予知できなかった。 
（２） 地震断層が活断層をはみだした場所まで伸びている。 
（３） 余震は既存の活断層の位置よりかなり広い範囲に分布している。 
  

２．熊本地震の予知 
 地震調査推進本部・地震調査委員会(2016) １）の見解によれば、4月14 日の地震（M6.5）
と4月15 日の地震（M6.4）は、日奈久断層帯の高野－白旗区間の活動により起ったと考

えられる。同委員会は、この地域の活断層の活動によりM6.8 程度の地震が発生する可能

性があり、30年以内の地震発生確率は不明と評価していた。また、4月16日の地震（M7.3）
は、主に布田川断層帯の布田川区間の活動により起ったと考えている。布田川断層帯（布

田川区間）については、活動時に M7.0 程度の地震が発生する可能性があり、30 年以内

の地震発生確率はほぼ 0%～0.9%（やや高い）と評価していた。なお、同委員会では、布

田川断層帯を含む九州中部の区域で M6.8 以上の地震の発生確率は 18～27％と評価して

いた。いずれにせよ、熊本地域が、他の地域に比べて、大地震が近づいているという警告

はなかった。 
筆者は、一連の熊本地震が起きる前に、この地域で前兆的ひずみ変化があったかどうか、

国土地理院電子基準点のGPS 観測データに基づいて調べてみた。図１にGPS 観測データ

から求められた今回の一連の熊本地震の直前までの熊本（左）と長陽（右）における 10
年間（2006 年4月3日0時～2016 年4月16 日0時：UTC）の変動が示されている。図

で上が東西成分、中が南北成分、下が上下（楕円体高）成分である。図の目盛は縦軸が5cm
単位、横軸が 1 年間単位である。この 10 年間の変動で目につくのは、2011 年 3 月 11 日

に起こった東北地方太平洋沖地震（Mw9.0）の際に、熊本と長陽の両観測点ともに、東西
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成分が東方向に約2cm の変動を示したことである。 
2011 年東北地方太平洋沖地震の際には海域の震源近くでは東南東方向に最大で約 55m

に達する大きな変動を示した。陸域では国土地理院の GPS 観測の結果によると、最大は

牡鹿半島で東南東方向に 5.3m の変動を示した。また、この地震の際に、東京世田谷で東

方向に25cm、京都で東方向に6cm 前後の変動があった。熊本地域でも、図１に示したよ

うに、過去10年間における最大の地殻変動は2011 年東北地方太平洋沖地震の影響であっ

た。このことから考えてみると、地殻内断層地震を引き起こす地殻ひずみの蓄積状況を把

握するには、全国規模で考えなければならない。 

 

図１ 電子基準点；熊本と長陽の10年間の変動（国土地理院のデータによる）。 

 
著者が調べた結果、 熊本地震の前兆を示す異常地殻変動等は事前にまったく報告され

なかった。この点は、専門家である島崎邦彦東大名誉教授、本蔵義守・東京工業大学名誉

教授、纐纈一起東大地震研教授、平原和朗京大院理学研究科教授、島村英紀北大元教授の

各氏にも確認済みである。これは、1995 年 1 月 17 日の兵庫県南部地震（M7.3）の場合

（竹本2016２））と同様であり、わが国で、M7クラスの地殻内断層地震の予知は無理であ

ることを示している。 

 さらに、震源域を取り囲む東－西及び南－北方向のひずみ変化を国土地理院電子基準点

のGPS 観測データを用いて調べてみた。GPS 観測データの2点間の差である基線長変化

（斜距離の差）は、2 点間のひずみ変化を表す。東として高森（960704）、西として島原

（960694）を選び、ほぼ東西に並ぶ2つの電子基準点の熊本地震前の10年間の基線長変
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化は、約 8mm/年の割合で縮んでいた。これに対して南に熊本相良（950469）、北に熊本

（960700）を選び、ほぼ南北に並ぶ2つの電子基準点の熊本地震前の10年間の基線長変

化は、約 4mm/年の割合の伸びを示していた。これで熊本地震の震源域は東西圧縮、南北

伸長の応力場にあったことがわかった。東西圧縮は、西日本の応力場として共通のもので

あるが、南北伸長がこの辺りの応力場の特徴であると考えられる。しかし、高森－島原、

熊本相良－熊本の2本の基線長変化ともに地震発生前の異常な地殻ひずみ変化は見いださ

れなかった。 

 
３．地震断層モデルと既存の活断層 

 
図2 強震・遠地・測地のジョイントインバージョンによる震源断層モデル（纐纈・他３）） 

 
纐纈一起東大地震研教授らは、4月16日のM7.3の地震について、強震・遠地・測地の

ジョイントインバージョンによる震源断層モデルを求めた（纐纈・他３））。まず、防災科学

技術研究所の Hi-net の自動処理震源を基に破壊開始点を設定し、本震後 3 時間の余震分
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布から考えて、3×1.5km の小断層による54×16.5kmの断層面を設定した。さらに、F-net
（広帯域地震観測網）の解などを参考にして、走向・傾斜角・rake （すべり角）など断

層パラメータを求めた。得られた計算結果は図２に示されている。この図で、走向は北か

ら時計回りに測って 224°(つまり、西から南に 46°向いた方向），傾斜角は 75°（垂直

断層から25°益城町の方を向いている）、rake（すべり角）は断層面の走向から約180°
ずれた2つのベクトルで表示されている。 

図 2 では、4 月 16 日の地震の破壊開始点（赤星印），3 時間後までの余震（橙星印・黄

色丸），及びそれらから推定された震源断層（メッシュ入りの青四角）が示されている。

その震源断層で震源インバージョンを行い，得られたすべり分布を左上の枠内に示してあ

る。すべり分布は、赤色が大きく、青色が最も小さい。この図で、震度7を記録した益城

町や西原村の直下では、赤色で示されている大きなすべり分布が見られる。さらに防災科

学技術研究所のK-net, KiK-net 観測網からから14点を選択し、得られた加速度記録を積

分して速度にした後、バンドパスフィルタをかけ、リサンプリングしたものを観測波形と

して震源インバージョンを行った。その結果、最大すべり量は6.1m、地震モーメントは、

Mo = 4.1×1019 (N･m) と求められた。この地震のモーメントマグニチュードMw は7.0
に相当するとのことである。 
図2 の黒太線は活断層を表すが、これと強震・遠地・測地のジョイントインバージョン

より求められた震源断層モデル（纐纈・他３））とを比較すると、両者は一致しない。すな

わち、震源断層モデルは、既存の活断層の延長上にも延びている。また、震度7を記録し

た地域は、地上に想定された活断層の線より数km ずれている。さらに、余震分布は、活

断層の幅より、かなり広い範囲に広がっている。これらを熊本地震の教訓として、大飯原

発の想定地震について考えてみる。 
 
４．まとめ 
関電は、大飯原発の「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」の最も深刻なケ

ースとして、FO－B～FO－A～熊川断層を含む断層の長さ63.4 km で、マグニチュー

ド7.8 に相当する地震としているが、熊本地震の教訓として、既存の活断層をはみだし

た場所まで地震断層が伸びていることから、約15 km の離隔を有しているFO－B～FO
－A 断層と熊川断層が連動して動くとしたのは、正しい措置であったと考えられる。

それならばもう一歩進めて、上林川断層の東北延長上の空白域でも地震が起きること

も想定すべきである。また、FO－B～FO－A～熊川断層が連動して動くという想定地

震を考えた場合、余震分布は大飯原発の敷地を含むことになるので、主要設備でない

配管類などの余震による損傷も考慮なければならない。 
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